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１．－１ 整備新幹線の現状

○新函館 札幌間

北海道新幹線

東北新幹線

新函館

札幌
○新函館・札幌間

平成27年度末完成予定〈149km〉

○新青森・新函館間

〈211km〉

東北新幹線

八戸

新青森

北陸新幹線

平成２２年１２月開業

九州新幹線

○白山総合車両基地･敦賀間

平成１４年１２月開業

盛岡

北陸新幹線

〈240km〉○長野･白山総合車両基地間〈113km〉

平成26年度末完成予定

新潟
九州新幹線
（長崎ルート）

〈45km〉

○武雄温泉･諫早間

長野

金沢
平成９年１０月開業白山総合車両基地

大宮

大阪

東京

長崎

博多
○諫早･長崎間

〈21km〉
諫早

長野

高崎敦賀

九州新幹線

新鳥栖

凡 例

武雄温泉

新八代

鹿児島中央
平成１６年３月開業

九州新幹線
(鹿児島ルート） 既設新幹線開業区間

整備新幹線開業区間
建設中区間
未着工区間（工事実施計画申請中）
未着工区間（工事実施計画未申請）

平成２３年３月開業

3
出典：国土交通省鉄道局資料



北海道新幹線（新函館・札幌間） 北陸新幹線（金沢・敦賀間） 九州新幹線（諫早・長崎間）

１．－２ 整備新幹線の未着工区間一覧

富山
新高岡)

小松

加賀温泉

白山総合車両基地

金沢

未着工区間

フリーゲージトレイン（ＦＧＴ）

至 新大阪

山陽新幹線区間
（標準軌）

20km

新小樽

倶知安

札幌
既着工区間

（長野～金沢間）

20km20km

加賀温泉

芦原温泉

福井

南越

（金沢～敦賀間）
（標準軌）

博多

新鳥栖
佐賀

武雄温泉

長万部

小浜ルート
未着工区間

米原ルート

敦賀

米原

既着工区間
（武雄温泉～諫早間）

嬉野温泉

新大村

諫早

長崎

新八雲

函館

新函館

未着工区間
（新函館～札幌間）

未着工区間
（諫早 長崎間）

湖西ルート

京都

新大阪

函館

木古内

既着工区間
（新青森～新函館間）

（諫早～長崎間）

◇延長： ２１１ｋｍ

うち、トンネル区間 約１６０ｋｍ（約７５％）

◇延長： １１３ｋｍ（白山総合車両基地起点）

うち、トンネル区間 約３７ｋｍ（約３２％）

◇延長： ２１ｋｍ

うち、トンネル区間 約１７ｋｍ（約７８％）

◇最高速度： ２６０ｋｍ／ｈ ◇最高速度： ２６０ｋｍ／ｈ ◇最高速度： ２６０ｋｍ／ｈ◇最高速度 ６０ ／

※青函共用走行区間は１４０ｋｍ／ｈ

◇最高速度： ２６０ｋｍ／ｈ ◇最高速度 ６０ ／

◇整備期間：Ｈ２４年度～Ｈ４７年度 ◇整備期間：Ｈ２４年度～Ｈ３７年度 ◇整備期間：Ｈ２４年度～Ｈ３４年度初

◇総工事費： １兆６，７００億円 ◇総工事費： １兆１，６００億円（フリーゲージトレイン） ◇総工事費： ５，０００億円（新規分２，１００億
円）円）

◇投資効果（B/C）： １．１ ◇投資効果（B/C）： １．１ ◇投資効果（B/C）： １．１

◇収支採算性： ３５億円 ◇収支採算性： １０２億円 ◇収支採算性： ２０億円

◇１兆１，６００億円にはフリーゲージトレイン導入に
係るアプロ チ線の費用等約３００億円を含む係るアプローチ線の費用等約３００億円を含む。
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■シミュレーション上の前提条件

１．－３ 事業ペースを調整した３線の整備のイメージ

5000
（億円）

■シミュレ ション上の前提条件
○ ３線がいずれも「着工５条件」及び各線区の課題を

整理した上で、H24年度に着工するとした場合の開
業時期について、九州は10年後（H34年度）頃、北陸
は14年後（H37年度）頃、北海道は24年後（H47年度）
頃に開業することを想定。

３線を同時に短期間で整備しようとすると、
事業費カ ブと財源に大きなずれを生じ

事業費カーブ
（3線工期10年）

4000

4500

頃に開業することを想定。

■：3線に充当できる公共事業関係費
（地方負担含む）

事業費カーブと財源に大きなずれを生じ、
成り立たない。

3000

3500

（地方負担含む）
■：貸付料

2000

2500

3000
事業費カーブ
（3線の事業ペースを調整して整備する場合）

貸 料前倒

1500

2000

貸付料前倒し活用
貸付料前倒し活用

貸付料前倒し活用

500

1000

0
23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 （年度）

着工 5
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これまでの整備新幹線問題検討会議等における方針等や検討結果、及び「整備新幹線の未着工区間の取扱いにか
かる申し入れ （平成 年 月 日民主党 国民新党）を踏まえ 整備新幹線の取扱いに いて 以下のとおり確認

１．－４ 整備新幹線の取扱いについて（政府・与党確認事項）（平成23年12月26日）

かる申し入れ」（平成23年12月21日民主党・国民新党）を踏まえ、整備新幹線の取扱いについて、以下のとおり確認。

１．基本的な考え方

○財政規律に配慮して公共事業関係費に過度に依存せず 整備新幹線の貸付料収入を建設財源に活用○財政規律に配慮して公共事業関係費に過度に依存せず、整備新幹線の貸付料収入を建設財源に活用。
○事業ペースを調整し、多重的な輸送体系の確保等を考慮しつつ、各線区の適切な事業期間や開業時期を設定。

○安定的な財源見通しを確保の上、収支採算性、投資効果、ＪＲの同意、並行在来線の経営分離に関する沿線自治体
の同意を満たし、各線区の課題の対応が示されていることを確認した際は、新たな区間を認可・着工。

○厳しい財政制約を踏まえ 建設主体の自主財源の確保のための努力を継続

２．各線区の取扱い

○厳しい財政制約を踏まえ、建設主体の自主財源の確保のための努力を継続。

新たな区間については、収支採算性と投資効果を改めて確認した上で、以下の条件が整い、かつ、各線区の課題
（備考参照）について対応が示されていることを確認した区間から 所要の認可等の手続きを経て着工（備考参照）について対応が示されていることを確認した区間から、所要の認可等の手続きを経て着工。

区間
認可・着工に先立ち

満たすべき条件
想定完成・開業時期 備考

北海道新幹線

（新函館 札幌

・ＪＲ北海道の同意

並行在来線の経営
新青森・新函館間の開
業（平成27年度末）から

青函共用走行区間の最高速度は当面140km/hとし、北海道内にお
ける最高設計速度は260k /h（新函館・札幌

間）
・並行在来線の経営
分離に関する沿線
地方自治体の同意

業（平成27年度末）から
概ね20年後

ける最高設計速度は260km/h。

北陸新幹線

（白山総合車

・ＪＲ西日本の同意

・並行在来線の経営
長野・白山総合車両基
地間の開業（平成26年

敦賀以西の整備のあり方については、以下のとおり整理。
・財源の限界等から新たな3区間の事業完了まで 整備は難しいが（白山総合車

両基地・敦賀
間）

・並行在来線の経営
分離に関する沿線
地方自治体の同意

地間の開業（平成26年
度末）から概ね10年強後

財源の限界等から新たな3区間の事業完了まで、整備は難しいが、

敦賀開業で、幹線交通の多重化等の機能を果たし得ることから、
北陸経由の関東・関西を結ぶネットワークが概成。

・敦賀乗換による旅客利便性の低下を回避することが求められるが、
その対応について、JR西日本や関係地方自治体の意向を確認。

九州新幹線

（武雄温泉・長
崎間）

・ＪＲ九州の同意 武雄温泉・長崎間を一体
として、諫早・長崎間の
着工から概ね10年後

現在建設中の武雄温泉・諫早間と新たな区間である諫早・長崎間を、
一体的な事業（肥前山口・武雄温泉間の複線化含む）として扱い、軌
間可変電車方式（標準軌）により整備。

6出典：国土交通省鉄道局資料



１．－５ 交通政策審議会の体制について

「整備新幹線の取扱いに いて（政府 与党確認事項） （平成 年 月 日）に基づき 収支採算「整備新幹線の取扱いについて（政府・与党確認事項） 」 （平成23年12月26日）に基づき、収支採算

性や投資効果の確認等を行うため、交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会に「整備新幹線小委

員会」を設置。

交通政策審議会組織図 整備新幹線小委員会 委員

交通体系分科会

技術分科会

〔委員長〕
家田 仁 東京大学大学院工学系研究科 教授

〔委員〕

交
通
政

観光分科会

陸上交通分科会

鉄道部会

〔委員〕
竹内 健蔵 東京女子大学現代教養学部 教授
廻 洋子 淑徳大学国際コミュニケーション学部 教授

〔臨時委員〕政
策
審
議
会 海事分科会

鉄道部会

整備新幹線小委員会

〔臨時委員〕
岩倉 成志 芝浦工業大学工学部 教授
須田 義大 東京大学生産技術研究所 教授
中村 英夫 日本大学理工学部 教授
兵藤 哲朗 東京海洋大学海洋工学部 教授会 海事分科会

港湾分科会

航空分科会

兵藤 哲朗 東京海洋大学海洋工学部 教授
山﨑 朗 中央大学経済学部 教授

気象分科会

7
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１．－６ 整備新幹線小委員会における議論の経過

○第１回（平成２４年１月２７日）
委員会 進め方 整備新幹線 検討経緯 整備効 等 議論 検討・小委員会の進め方、整備新幹線の検討経緯・整備効果等について議論・検討。

○第２回（平成２４年２月１日）
・整備新幹線を取り巻く技術的課題（ＦＧＴ、青函共用走行）について議論・検討。

○第３回（平成２４年２月２３日）
・藻谷浩介氏（（株）日本総合研究所主席研究員）よりヒアリング。
・新幹線の整備効果等について議論・検討。新幹線 整備効果等 議論 検討。

○第４回（平成２４年２月２７日）
・JR北海道、JR貨物、JR西日本よりヒアリング。
・交通計画を専門とされる岩倉・兵藤両委員より、予測手法・結果について報告。交通計画を専門とされる岩倉 兵藤両委員より、予測手法 結果について報告。

○第５回（平成２４年２月２８日）
・JR九州よりヒアリング。

○第６回（平成２４年３月８日）○第６回（平成２４年３月８日）
・収支採算性及び投資効果の確認に関するとりまとめについて議論・検討。

○第７回（平成２４年３月１４日）
・収支採算性及び投資効果の確認に関するとりまとめについて議論・検討。

○第８回（平成２４年３月１５日）
・収支採算性及び投資効果の確認に関するとりまとめについて議論・検討。

○第９回（平成２４年３月２１日）
・収支採算性及び投資効果の確認に関するとりまとめについて議論・検討。
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２．交通需要予測、収支採算性及び投資効果の
算出方法・前提条件について
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２．（１）－１ 需要予測の前提条件

検討ケース ①北海道新幹線（新函館・札幌間）の平成47年度末開業
（比較対象 北海道新幹線（新青森 新函館間）ま 整備）（比較対象：北海道新幹線（新青森・新函館間）まで整備）

②北陸新幹線（金沢・敦賀間）の平成37年度末開業
（比較対象：北陸新幹線（長野・金沢間）まで整備）

③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）の平成34年度開業③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）の平成34年度開業
（比較対象：九州新幹線（博多・新八代間）まで整備）

需要予測手法 四段階推定法を用いる。
なお 「将来交通需要推計の改善について」（平成22年8月国土交通省）に基づなお、「将来交通需要推計の改善について」（平成22年8月国土交通省）に基づ
き、新規区間整備に伴う生成交通量の誘発は考慮しない。

需要予測年度 2020年度（平成32年度）、2030年度（平成42年度）、2050年度（平成62年度）の
需要を予測し その他の年度の需要は線形補間によって求める また 2050年需要を予測し、その他の年度の需要は線形補間によって求める。また、2050年
度以降の需要は一定とする。

将来人口 「日本の都道府県別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所 平成19
年5月）を使用年5月）を使用。

経済成長 2030年（平成42年度）までは直近10年間の実質ＧＤＰの平均変化量を加算して
予測。2030年度以降は一定値と設定。

純流動データ 第４回全国幹線旅客純流動調査（平成17年度調査）を使用。

運賃・料金 正規運賃・料金とするが、航空については新幹線と競合する路線は正規運賃・
料金の70％、競合しない路線は正規運賃・料金の80％と設定。、競 路線 規 賃 設定

既着工区間及び未着工区間の運賃・料金は開業済みの新幹線と同様の運賃・
料金体系になると仮定。

10出典：国土交通省鉄道局資料



地域別の発生・集中 地域間の

２．（１）－２ 需要予測の方法（四段階推定法）

全国の生成交通量を推定
地域別の発生 集中

交通量を推定
地域間の

分布交通量を推定

集中
人口

日本全体の
生成交通量 発生

人口

GDP

OD表（地域名は便宜的に1～10とする）

需要予測完了

地域間の交通機関別
交通量を推定

地域間かつ交通機関別
の経路別交通量を推定

0　D 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 計

1 1 2 1 4

2 1 1 3 5

3 1 1 1 3 6

4 1 1 4 2 12

発生

分布
交通量を推定 の経路別交通量を推定

鉄道

飛行機

経路A

5 2 1 3

6 1 10 5 3 10 28

7 1 1 1 3

8 2 1 1 1 1 6

9 1 1 1 2 20 1 1 4 28集中

分布

生成交通量
飛行機

車
経路B

10 1 3 1 5

計 12 2 15 7 4 7 28 2 1 22 100

11
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国内総生産（ＧＤＰ） 生成交通量

２．（１）－３ 将来の人口、国内総生産（ＧＤＰ）及び生成交通量の設定

600

700
（兆円）

ＧＤＰ 639兆円 （百万人/年）

200

300

400

500

ＧＤＰ実績 540兆円
（ 年度）

（2030年度以降一定）

1,400

1,600

1,800

（百万人/年）

0

100

200

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

（2005年度）

800

1,000

1,200 1,619百万人/年
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※生成交通量は 「将来交通需要推計の改善
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128百万人

40
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80 について」（平成22年8月国土交通省）に

基づき、人口・ＧＤＰを説明変数とした
モデルにより推計。

128百万人

95百万人
（2005年度の74％）

0

20

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

（2005年度の74％）

12出典：国土交通省鉄道局資料



２．（２） 収支採算性の算出イメージ

＜収支採算性＞
整備新幹線事業を実施する前と後を比較 整備新幹線 営業主体 生じる受益 と整備新幹線事業を実施する前と後を比較して、整備新幹線の営業主体に生じる受益のこと。
○整備新幹線の営業主体が管理する既設線（既設新幹線、既設在来線）の収支も考慮。
○並行在来線の経営分離前の収支も考慮。

－新幹線が整備される場合－
（With）

－新幹線が整備されない場合－
（Without）

整備新幹線

収益の合計
収
益

並行在来線
既設線

収支改善効果（受益）

既設線 収益の合計

収

益

費

収
益

収
益

収
益

収益の合計
収
入

収

既設線

収
入

入
費
用 費

用

費
用

費
用

収
入

※算定方法
①需要予測に基づき、整備新幹線や既設線にかかる収入・費用を算出し、収益を求める。
②整備新幹線事業を実施する前（Without）と後（With）の収益の差（収支改善効果）を求める。②整備新幹線事業を実施する前（Without）と後（With）の収益の差（収支改善効果）を求める。
→開業後３０年間の収支改善効果（受益）を平均したものを、収支採算性として算定。
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出典：国土交通省鉄道局資料



鉄道利用者が受ける便益（利用者便益） 鉄道事業者が受ける便益（供給者便益）
利用者便益

２．（３）－１ 投資効果（B/C）の算出イメージ

所要時間の
貨幣換算値

収益

供給者便益
利用者便益

※ 1つの鉄道事業者が全国の
鉄道ネットワークを経営している
と見なして収益を計算する。

利用者の移動に

運賃・料金

営業費

収益

収入
収入

営業費乗換等の移動

利用者の移動に
係る全体のコスト
（一般化費用）

新幹線を建設しない場合
（withoutｹｰｽ）

新幹線を建設する場合
（withｹｰｽ）

新幹線を建設しない場合
（withoutｹｰｽ）

新幹線を建設する場合
（withｹｰｽ）

における不便さの
貨幣換算値

便益 50年間 開業年度から50年間
の便益を（年度ごとに）
現在価値化し、累計。

※営業費：人件費、維持修繕費等

利用者便益

※他に環境等改善便益
もあるが、評価値は

建設期間 便益B

現在価値化し、累計。利用者便益

供給者便益

非常に小さい。

年度

着工

開業 施設の維持改良費等

費用C
建設期間および開業

車両購入費(15年に1度）
費用

開業

建設費＋用地関係費

施設の維持改良費等 建設期間および開業
年度から50年間の費用
を（年度ごとに）現在価
値化し、累計。 14

出典：国土交通省鉄道局資料



２．（３）－２ 投資効果算出時の現在価値化のイメージ

費用・便益は社会的割引率（４％と設定）を用いて現在価値化するため 将来の費用・便益費用・便益は社会的割引率（４％と設定）を用いて現在価値化するため、将来の費用・便益

ほど小さく評価される。

便
益

評価基準年度

営業開始

0

（B）

費
用
（C）

便益

現在価値化した便益

費用

現在価値化した費用

整備期間 施設完成後の評価期間（５０年間）

「現在価値化」とは
・金銭の賃借に利息が生じるように、同じ金額の費用や便益であっても、その発現時期により価値が異なる。

15

金銭の賃借に利息が生じるように、同じ金額の費用や便益であっても、その発現時期により価値が異なる。
・このため、将来の費用・便益を現在の価値で評価するためには、現在価値に割り引く必要があり、そのための
割引率が「社会的割引率」である。

・費用便益分析で適用されている社会的割引率は過去の国債等の実質利回りを参考に４％と設定されている。

出典：国土交通省鉄道局資料



３．交通需要予測、収支採算性及び投資効果の
妥当性に関して

16



３．（１）－１ 需要予測結果：鉄道利用者数（平成47年度末）

北海道新幹線（新函館・札幌間）を整備した場合北海道新幹線（新函館・札幌間）を整備しなかった場合

道北・関東間400人/日
（旭川・東京8時間23分）

道北・東北間60人/日
（旭川・仙台6時間49分）

道北・道南間100人/日
（旭川 函館4時間31分）

道
北

道央 道
東

道東・関東間70人/日
（釧路・東京10時間38分） 道北・関東間500人/日

（旭川・東京6時間29分）

道北・東北間200人/日
（旭川・仙台4時間55分）

道北・道南間300人/日
（旭川 函館2時間41分）

道央 道
北

道
東

道東・関東間100人/日
（釧路・東京8時間44分）

（旭川・函館4時間31分）

5,800人/日

道南

道央・道南間
2,900人/日

（札幌・函館3時間3分）

（旭川・函館2時間41分）

17,700人/日

道南

道央・道南間
8,400人/日

（札幌・函館1時間13分）

道央・東北間
1,000人/日

（札幌・仙台5時間21分）

東北 東北

道央・東北間
2,700人/日

（札幌・仙台3時間27分）

道央・関東間
1,300人/日

（札幌・東京6時間55分）

関東 関東

道央・関東間
5,500人/日

（札幌・東京5時間01分）

関東

○地域別機関分担率

鉄道 航空 自動車 バス 船

関東・道央間 7% 91% 1% 0% 2%

関東

○地域別機関分担率

鉄道 航空 自動車 バス 船

関東・道央間 28% 70% 1% 0% 2%関東 道央間 7% 91% 1% 0% 2%

東北・道央間 33% 53% 3% 0% 11%

道南・道央間 17% 1% 81% 1% 0%

関東 道央間 28% 70% 1% 0% 2%

東北・道央間 55% 36% 2% 0% 7%

道南・道央間 46% 0% 53% 0% 0%

※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類
道 東 十勝 釧路 根室地域
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道 東：十勝、釧路、根室地域
道 北：上川、留萌、宗谷、網走地域
道 央：石狩、後志、空知、胆振、日高地域
道 南：渡島、檜山地域

東 北：青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県
関 東：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、山梨県、群馬県、栃木県、茨城県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値

道 東：十勝、釧路、根室地域
道 北：上川、留萌、宗谷、網走地域
道 央：石狩、後志、空知、胆振、日高地域
道 南：渡島、檜山地域
東 北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関 東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値



北陸新幹線（金沢・敦賀間）を整備した場合北陸新幹線（金沢・敦賀間）を整備しなかった場合

３．（１）－２ 需要予測結果：鉄道利用者数（平成37年度末）

富山・石川間
1,000人/日

（富山・金沢18分）

石川・福井間
800人/日

（金沢・福井42分） 石
川
県

福
井
県

富山・福井間
400人/日

富
山
県

富山・石川間
1,800人/日

（富山・金沢18分）

石川・福井間
2,000人/日

（金沢・福井23分） 富
山
県

石
川
県

福
井
県

富山・福井間
1 100人/日県県 400人/日

（富山・福井1時間8分）

県 県県県 1,100人/日
（富山・福井41分）

関西
関東・北陸間16,700人/日
（東京・福井3時間18分）

関西・北陸間12,900人/日
（大阪・金沢2時間31分） 北陸 関東・北陸間17,600人/日

（東京・福井2時間52分）
関西・北陸間14,400人/日
（大阪・金沢2時間01分）関西 北陸

中京 関東
関東・北陸間
2 000人/日

中京・北陸間
4,200人/日

（名古屋・金沢2時間27分）

中京 関東
関東・北陸間

人

中京・北陸間
4,900人/日

（名古屋・金沢1時間48分）

中京 関東

鉄道 航空 自動車 バ 船

○地域別機関分担率

2,000人/日
（東京・福井3時間28分）

中京 関東

鉄道 航空 自動車 バ 船

○地域別機関分担率

2,000人/日
（東京・福井3時間14分）

鉄道 航空 自動車 バス 船

関東・北陸間 73% 11% 14% 1% 0%

関西・北陸間 22% 0% 77% 1% 0%

中京・北陸間 12% 0% 85% 3% 0%

鉄道 航空 自動車 バス 船

関東・北陸間 77% 9% 13% 1% 0%

関西・北陸間 25% 0% 75% 1% 0%

中京・北陸間 14% 0% 84% 3% 0%
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※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類
関西：大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、滋賀県、奈良県
北陸：福井県、石川県、富山県
中京：愛知県、岐阜県、三重県
関東：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、群馬県、栃木県、茨城県、山梨県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値

※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類
関 西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
北 陸：富山県、石川県、福井県
中 京：岐阜県、愛知県、三重県
関 東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値



九州新幹線（武雄温泉・長崎間）を整備した場合九州新幹線（武雄温泉・長崎間）を整備しなかった場合

３．（１）－３ 需要予測結果：鉄道利用者数（平成34年度）

西九州・関西間1,800人/日
（長崎・新大阪4時間28分）

西九州・中国間1,400人/日
（長崎・広島3時間02分）

17,100人/日 中国 関西
21,200人/日

西九州・関西間2,200人/日
（長崎・新大阪4時間00分）

西九州・中国間1,700人/日
（長崎・広島2時間30分）

中国 関西

西九州・福岡間
11,600人/日

（長崎・博多間1時間48分）

西
九
州

鹿児島・関西間 1,200人/日
（鹿児島中央・新大阪3時間45分）

鹿児島・中国間 800人/日
（鹿児島中央・広島2時間23分）福岡県

熊本・関西間 1,400人/日
（熊本・新大阪2時間59分）

西九州・福岡間
14,900人/日

（長崎・博多間1時間20分）

西
九
州

鹿児島・関西間 1,200人/日
（鹿児島中央・新大阪3時間45分）

熊本・関西間 1,400人/日
（熊本・新大阪2時間59分）

鹿児島・中国間 800人/日
（鹿児島中央・広島2時間23分）福岡県

熊本・中国間 1,100人/日
（熊本・広島1時間37分）

熊本・西九州間 1,400人/日
（熊本・長崎2時間6分）

鹿児島・西九州間 900人/日
（鹿児島中央・長崎3時間13分）

熊本・福岡間

熊本・中国間 1,100人/日
（熊本・広島1時間37分）

熊本・西九州間 1,500人/日
（熊本・長崎1時間35分）

鹿児島・西九州間 800人/日
（鹿児島中央・長崎2時間28分）

熊本・福岡間

熊本県

11.100人/日
（熊本・博多33分）

熊本県熊本県

11.000人/日
（熊本・博多33分）

鹿児島県

鹿児島・福岡間
7,400人/日

（鹿児島中央・博多1時間19分）

鹿児島県

鹿児島・福岡間
7,300人/日

（鹿児島中央・博多1時間19分）

鉄道 航空 自動車 バス 船

西九州・福岡間 9% 0% 85% 4% 1%

西九州・中国間 58% 2% 32% 5% 4%

九州 関

○地域別機関分担率

鉄道 航空 自動車 バス 船

西九州・福岡間 12% 0% 82% 4% 1%

西九州・中国間 64% 2% 28% 4% 3%

○地域別機関分担率

西九州・関西間 44% 43% 9% 3% 2%
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西九州・関西間 51% 38% 8% 2% 2%

※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類
西九州：佐賀県、長崎県 中 国：岡山県、広島県、山口県、鳥取県、島根県
関 西：大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、滋賀県、奈良県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値

※図は優等列車に限った流動であり、地域は下記のとおり分類
西九州：佐賀県、長崎県 中 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
関 西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

※（）内所要時間は鉄道局想定の最速値



３．（２）－１ 北海道新幹線（新函館・札幌間）収支採算性

旭川
ＪＲ北海道関連線区 収支採算性（開業後３０年間平均）

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

白石
小樽

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

２７億円/年 ―
北海道新幹線
新青森 幌

倶知安

札幌新小樽

白石
１４，８００ 人キロ/日・km

（新函館・札幌間）
―

－１５億円/年 ５１億円/年

（新青森・札幌間）

既設線
（在来線）

長万部

苫小牧

６００ 人キロ/日・km

（長万部・札幌間）
５，６００ 人キロ/日・km

（長万部・札幌間）

― －７５億円/年

４ ８００

（在来線）

並行在来線

新八雲

―
４，８００ 人キロ/日・km

（函館・長万部間）

計 １１億円/年 －２４億円/年

収支採算性

新函館
函館 ※新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

※小樽・札幌間は経営分離しないものと想定して計算。

※四捨五入により合計が 致しない場合がある

収支採算性
（With－Without）

３５億円/年

※四捨五入により合計が一致しない場合がある。

20
出典：国土交通省鉄道局資料



３．（２）－２ 北陸新幹線（金沢・敦賀間）収支採算性

ＪＲ西日本関連線区 収支採算性（開業後３０年間平均）

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

新高岡 富山

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

１４８億円/年 ―
北陸新幹線

（上越・敦賀間）

加賀温泉 小松

金沢

白山総合車両基地

２３，４００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）
―

１，４０７億円/年 １，３９０億円/年

１４ ６００ キ １２ ８００ キ

（上越・敦賀間）

既設線
（山陽新幹線・在来線）

南越

福井

芦原温泉
１４，６００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）
１２，８００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）

― ６３億円/年

１７ １００ 人キロ/日・km

（山陽新幹線 在来線）

並行在来線

米原

敦賀
―

１７，１００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）

計 １，５５５億円/年 １，４５３億円/年

収支採算性
１０２億円/年

※北陸新幹線は整備に伴う増加分のみ計
算。

京都

米原

※四捨五入により合計が一致しない場合がある。

収支採算性
（With－Without）

１０２億円/年

新大阪
大阪
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３．（２）－３ 九州新幹線（武雄温泉・長崎間）収支採算性

ＪＲ九州関連線区

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

収支採算性（開業後３０年間平均）

新幹線が整備される場合 新幹線が整備されない場合

博多

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

２９億円/年 ―

７ ８００ 人キロ/日 k

九州新幹線
（博多・長崎間）

新鳥栖

博多

鳥栖

７，８００ 人キロ/日・km

（武雄温泉・長崎間）
―

１６億円/年 ２６億円/年

１ ５００ 人キロ/日・km ８ ０００ 人キロ/日・km

（博多 長崎間）

既設線
（在来線）

嬉野温泉

佐賀 久留米

筑後船小屋

佐世保 肥前山口

武雄温泉

１，５００ 人キロ/日 km

（鳥栖・長崎間）
８，０００ 人キロ/日 km

（鳥栖・長崎間）

計 ４６億円/年 ２６億円/年

収支採算性
２０億円/年

※肥前山口・諫早間は開業後２０年間はJR九州が営業を行うことから既設線に計上。

諌早

新大村

嬉野温泉
新大牟田

新玉名

※九州新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

（With－Without）
２０億円/年

※諫早・長崎間は経営分離しないものと想定して計算。

長崎

諌早 新玉名
※四捨五入により合計が一致しない場合がある。
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３．（３） 各路線の投資効果の計算結果

北海道新幹線
（新函館 札幌間）

北陸新幹線
（金沢 敦賀間）

九州新幹線
（武雄温泉 長崎間）（新函館・札幌間） （金沢・敦賀間） （武雄温泉・長崎間）

総便益（B） （億円） 8,139 9,170 4,594

利 者便益利用者便益 4,349 6,343 2,077

供給者便益 3,470 2,474 2,319

環境便益 68 39 33

残存価値 253 314 164

総費用（C） （億円） 7,283 8,222 4,206

建設投資額 6,762 7,044 3,692

維持改良費等 520 1,177 515

費用便益比（B/C） 1 12 1 12 1 09費用便益比（B/C） 1.12 1.12 1.09

純現在価値（B‐C） （億円） 856 948 388

経済的内部収益率（EIRR）（％） 4.5 4.6 4.5

23
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４ 投資効果に影響する技術的事項に関して４．投資効果に影響する技術的事項に関して
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○ 軌間可変電車（フリーゲージトレイン）とは 新幹線（標準軌1 435mm）と在来線（狭軌1 067mm）など 異なる軌間（ゲージ）を直通

開発の効果

４．（１） 軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技術開発（概要）

○ 軌間可変電車（フリ ゲ ジトレイン）とは、新幹線（標準軌1,435mm）と在来線（狭軌1,067mm）など、異なる軌間（ゲ ジ）を直通
運転できるよう、車輪の左右間隔を軌間に合わせて自動的に変換する電車である。

○ 新幹線と在来線の乗換えが不要となることによって利便性が向上し、また、在来線の軌間を変更（軌間の拡大）する必要がなく、
既存の施設を有効に活用することができる。

開発目標

① 軌間変換性能
・電動台車で安全な軌間変換ができること。

②新幹線（標準軌）における走行性能
・270km/h以上で高速安全・安定走行ができること。

③在来線（狭軌）における走行性能

開発目標

 

在来線新幹線

新幹線電車 フリーゲージトレイン

新幹線 在来線③在来線（狭軌）における走行性能
・直線部において、130km/hで安全・安定走行ができること。
・曲線部において、現行特急車両と同等の速度で安全・安定走行ができること。

④耐久性の評価に基づく保全性・経済性の分析・検証
・車両・地上設備の製作コスト及び保守コストの分析・検証がなされていること。

車輪がスライドする

在来線 

(1,067mm) 

軌間変換装置

新幹線

(1,435mm)

新幹線
標準軌

(1,435mm)

在来線
狭軌

(1,067mm)

平成10年 ：試験車（1次車：2両編成→後に3両編成）完成
平成11年～16年 ：国内外にて試験車両（ 1次車）による走行試験等実施

19年 3月 ：新型試験車両（2次車:3両編成）完成
19年 21年 在来線及び新幹線での走行試験等実施

開発の主な経緯

19年～21年 ：在来線及び新幹線での走行試験等実施
22年 9月 ：軌間可変技術評価委員会による技術評価

・軌間変換技術の目途が立った
・新幹線 270km/hでの安全・安定走行を確認
・在来線 直線部で130km/hでの安全・安定走行を確認

急曲線部では、目標速度を10～40km/h下回る性能に止まっている
23年 3月 ：改良台車完成

6月～ 9月 ：走行試験実施（急曲線の多いJR四国予讃線で実施）
10月 ：軌間可変技術評価委員会による技術評価

・在来線 急曲線部で目標の速度での安全・安定走行を確認在来線 急曲線部で目標の速度での安全 安定走行を確認
・平成22年9月の技術評価と合わせて、基本的な走行性能に関する技術は確立している

12月～ ：在来線（JR四国予讃線）での走り込み試験を実施中
24年度政府予算案に、更なる軽量化等を図った新たな試験車両の設計製作費等を計上(61億87百万円)

25出典：国土交通省鉄道局資料



共用走行のイメージ共用走行のイメージ 新函館(仮称)

４．（２）－１ 青函共用走行区間について

新幹線
在来線

函館

木古内
きこない

五稜郭

共用走行区間（82km）

北海道新幹線
（新青森・新函館間）
平成27年度末完成
（149km）

木古内

湯の里信号場
ゆのさと

【貨物待避線あり】

【貨物待避線あり】

新幹線の駅
（凡例）

青函トンネル（54km）

共用走行区間（82km）

1067

1435

1067

1435

新幹線

信号場（貨物列車の待避線あり）

在来線の駅
在来線の駅（貨物駅隣接）

新幹線のみが走行

新幹線と在来線が共用走行

機構

機構

JR北海道

JR北海道

分類 所有 日常管理 最高速度

260km/h（新幹線）

140km/h（新幹線）
100km/h（貨物）

奥津軽(仮称)

新中小国信号場
しんなかおぐに

【貨物待避線あり】

【貨物待避線あり】

なかおぐに

（現状）

―

140km/h（特急）
100km/h（貨物）

100km/h（特急）
在来線のみが走行

在来線のみが走行

JR北海道

JR東日本

JR北海道

JR東日本

※在来線の青森駅以東はH22.12に第３セクターに経営分離。
最高速度は実際の営業速度を記載しており、車両性能面での最高速度と異なる。

100km/h（貨物）

100km/h（貨物）

新青森
青森

東青森

中小国
なかおぐに100km/h（特急）

100km/h（貨物）

100km/h（特急）
100km/h（貨物）

青函共用走行区間にお は 当面 新幹線 速度は現在 特急と

・在来線は大規模な地震が発生した際に貨物が荷崩れ・散乱する可能性を完全には否定できない。
・現状でも貨物列車が51本/日（上下計）走行しており、ダイヤ調整によりすれ違いを回避することも困難。

最高速度は実際の営業速度を記載しており、車両性能面での最高速度と異なる。

青函共用走行区間においては、当面の新幹線の速度は現在の特急と
同等（140km/h）とすることで現状と同等の安全性の確保を図る。

26出典：国土交通省鉄道局資料



当面、青函共用走行区間を140km/hでの走行とすることはやむをえないが、

４．（２）－２ 青函共用走行区間の速度向上の方策について

当面、青函共用走行区間を140km/hでの走行とすることはやむをえないが、

できる限り早い段階に速度向上の見通しをつけることが重要。

100km/h方策の例 100km/h

260km/h

すれ違うときに
在来線並みの
速度まで減速

方策の例 ：
すれ違い時に減速

100km/h

140km/h

速度まで減速

将来の速度向上
のための方策

新幹線と貨物列車
のすれ違いを許容

すれ違い時に
新幹線が減速

貨物専用新幹線を

新幹線と貨物列車
をすれ違わ な

第２の青函トンネル

貨物専用新幹線を
導入する方策の例 ： 隔壁の設置

をすれ違わせない
（分離する）

第２の青函トンネル
を建設する

上下線の間に
隔壁を設置する隔壁を設置する

27
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隔壁設置隔壁設置
出典：国土交通省鉄道局資料



４．（３） 整備新幹線におけるコスト縮減の取り組みの事例
設計段階・・・橋りょうや駅等、個別の構造物等を設計する段階でのコスト縮減

項目 開発者 スト縮減率項目 開発者 コスト縮減率

高強度鉄筋の使用による材料費・加工費の縮減（Ｈ８～）
鉄道・運輸機構

4％
※高架橋工事における

鉄筋材料費等の1km当たり単価（適用先）北陸新幹線（高崎・長野間）以降に整備された高架橋等

鉄骨とコンクリ トのハイブリ ド構造による駅構造の簡素化（Ｈ１１ ）鉄骨とコンクリートのハイブリッド構造による駅構造の簡素化（Ｈ１１～） 鉄道・運輸機構
設計コンサルタント

6％
※１箇所の駅上屋工事費（適用先）九州新幹線 新玉名駅、出水駅

高張力・軽量な素材の使用による架線構造の簡素化（Ｈ８～） 鉄道・運輸機構
鉄道総研

10％
※電車線路の1km当たり単価（適用先）北海道新幹線 東北新幹線 北陸新幹線 九州新幹線 鉄道総研 ※電車線路の1km当たり単価（適用先）北海道新幹線、東北新幹線、北陸新幹線、九州新幹線

施工段階・・・現地で構造物等を工事する際の施工の工夫によるコスト縮減

項目 開発者 コスト縮減率

湧水をトンネル掘削時の濁水と分離し 濁水の処理量を縮減（Ｈ１７～） 19％湧水をトンネル掘削時の濁水と分離し、濁水の処理量を縮減（Ｈ１７～）
鉄道・運輸機構

19％
※トンネル工事1箇所の濁水処理費（適用先）飯山トンネル（北陸新幹線）、鈴田トンネル（九州新幹線） 他

専用の軌道スラブ敷設用器具を開発し、施工性・精度を向上（Ｈ１８～）
鉄道・運輸機構

23％
※軌道スラブ敷設1km当たり単価（適用先）北海道新幹線、東北新幹線、北陸新幹線、九州新幹線（適用先）北海道新幹線、東北新幹線、北陸新幹線、九州新幹線

管理段階・・・営業開始後の維持管理の省力化等によるコスト縮減

項目 開発者 コスト縮減率

合成桁と橋脚を一体化して支承部を省略（Ｈ１６～） 鉄道 運輸機構 4％合成桁と橋脚を 体化して支承部を省略（Ｈ１６～） 鉄道・運輸機構
設計コンサルタント

4％
※１箇所の橋りょう工事費（適用先）境川橋りょう（北陸新幹線）

その他

項目 開発者 コスト縮減率

28

項目 開発者 コスト縮減率

地域特性に応じた合理的な雪害対策の開発（Ｈ８～） 鉄道・運輸機構
鉄道総研 JR

18％
※雪害対策1km当たり単価（適用先）北海道新幹線、東北新幹線、北陸新幹線

出典：国土交通省鉄道局資料



５ その他関連する事項５．その他関連する事項
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５．－１ 世界の主な高速鉄道（最高時速３００ｋｍ以上）

フランス・ベルギー・
オランダ・ドイツイギリス・フランス オランダ・ドイツ

タリス
1996年開業

最高時速300km

イギリス フランス
ユーロスター
1994年開業

最高時速300km

ドイツ
ＩＣＥ

1991年開業
最高時速300km

フランス
ＴＧＶ

1981年開業
最高時速320km最高時速

日本
新幹線

1964年開業
※1

中南米

最高時速300km
※1

韓国
KTX

2004年開業

イタリア
ユーロスター・イタリア

中国
CRH

2004年開業
最高時速300km

台湾
台湾高速鉄道

ユーロスター・イタリア
1988年開業

最高時速300km

スペイン
ＡＶＥ

1992年開業
最高時速300km

CRH
2008年開業

最高時速300km

※1 2012年3月現在、最高時速300kmで運行しているのは山陽新幹線及び東北新幹線の2路線。
なお 東北新幹線に は 年度末に 系が時速 運行開始予定

※2

台湾高速鉄道
2007年開業

最高時速300km

最高時速300km なお、東北新幹線については2012年度末にE5系が時速320kmで運行開始予定

※2 2010年より一部路線で最高時速350kmで運行していたが、2011年のダイヤ改正以降、
最高時速300kmでの運転となっている。

出典：世界鉄道連合(UIC)等
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５．－２ 北海道新幹線を速度向上させた場合

東京駅・札幌駅間 所要時間（札幌開業時）

長万部

倶知安

新小樽
（仮称）

札幌
東京駅・札幌駅間 所要時間（札幌開業時）

5時間1分

○基本ケース
盛岡・札幌間：260km/h
共用走行区間：140km/h

新八雲（仮称）

長万部
○青函共用走行区間速度向上
盛岡・札幌間：260km/h
共用走行区間：260km/h

4時間43分
（△18分）

共用走行区間 /

○盛岡・札幌間速度向上
盛岡 札幌間 320km/h

4時間33分

木古内

新函館
（仮称）

分析結果

盛岡・札幌間：320km/h
共用走行区間：320km/h

時間 分
（△28分）

※所要時間は鉄道局想定値

奥津軽
（仮称）

分析結果

検討ケース
投資効果

（B/C）

新函館･札幌間需要

（人キロ/日・km）

○基本ケース

新青森

七戸十和田

八戸

（仮称）
盛岡・札幌間：260km/h

共用走行区間：140km/h
1.1 14,800

○青函共用走行区間速度向上

盛岡・札幌間：260km/h 1 2 15,400

いわて沼宮内

二戸

盛岡 札幌間：260km/h

共用走行区間：260km/h
1.2

（基本ケース+4%）

○盛岡・札幌間速度向上

盛岡・札幌間：320km/h

共用走行区間 320k /h
1.4 16,000

（基本ケース+8%）
盛岡 共用走行区間：320km/h

（基本ケ ス 8%）

※盛岡・札幌間速度向上ケースの投資効果には

盛岡・新函館間の速度向上による便益を含む

※需要は開業後30年間の平均値 31出典：国土交通省鉄道局資料


